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施策 24 農林業の振興 関係課 エコパーク推進課（森林環境）

意図

①農家
②農地

①農業所得を増やす。
②有効に活用される。

1 ブランド化の推進 販売農家 農林産物を高く売る。

2 生産基盤の整備 農家、農地

対象 意図
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基本事業名 対象

5

生産性を維持・向上させる。

月 5 日

基本
目標

Ⅳ 産業が育ち持続するまち 主管課
名称 農政課

課長

施策マネジメントシート（平成29年度の振り返り、総括）
作成日 平成 30 年 7

松井田　順一

230目標値 231 230 230 230

9
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3 農業経営者の育成
農家
農地

経営基盤を強化する。
有効に活用される。

4

農地として利用すべき耕作放棄地面積 ｈａ
実績値 231 231 175

Ｂ 農業法人数 団体

平成29年度

Ａ 農業所得者の総所得金額 千円
実績値 101,462 108,742 132,297 194,302 174,225 196,648 193,109

目標値 100,000 104,000 108,000

成果指標名 区分

112,000 116,000 120,000

平成23年度 平成24年度

13

目標値 7 7 8

実績値 7 7

8 9 10

8 9 12

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

230

146 119

Ｄ 米の栽培面積 ｈａ
実績値 381 374 374 371 363 354 335

目標値 374 374 374 374 374 374

265 221

Ｅ 果樹等の栽培面積 ｈａ
実績値 109（Ｈ22） → → → 113 → →

目標値 → → → 110 → →

Ａ）数値が高まれば、農業所得者の所得が増えているといえるため成果指標とした。(課税データのため毎年度の数値を把握でき、他団体との比較もしやす
い。
課税状況調査＞第53表　課税標準額段階別○○年度分所得割額等に関する調【農業所得者】第7俵関係(1)総所得金額等に関する調＞(1)総所得金額欄
＞行番号100（合計）
Ｂ）農業者が減少しても農業法人が受け皿となり、集約化や作業受託を行うことで持続可能な農業に取り組んでいると判断され指標とした。
C）耕作放棄地面積が増加しなければ農業が継続されていると判断されるため指標とした（調査の精度には限界があり評価指標としては課題） 。
Ｄ）他の農産物と比較し米の生産農家（自給含む）が多く、ブランド化に取り組んでいることから、栽培面積が維持されれば農業所得の増加や農業が継続され
ていると判断されるため指標とした。
Ｅ）本町の果樹は市場・消費者の評価も高いことから、ニーズに適した栽培品種の更新を進めることにより農業所得の増加が図れると判断されるため指標とし
た。
Ｆ）森林整備協議会・森林整備隊の多面的機能整備事業等の活動により森林整備（除間伐）を積極的に進めており、適正な間伐により材積が増加し、間伐材
の販売も促進されるため、林業振興を図るための指標とした。

目
標
値
設
定
の
考
え
方

Ａ）成り行きでは、平成23～29年度の平均100,000千円程度で推移すると考える。販売農家は減少するが、農地の集約化やブランド化に取り組むことで経営
体の規模拡大が図れ一軒当たりの所得は増加すると考える。
Ｂ）成り行きでは9～10団体で推移すると思われるが、農地集約化や経営規模拡大を推進することで、法人化が増加すると考える。規模の小さな農家（自給的
農家）は、現有機械が壊れたとき新たに購入して農業を続けることは難しいと考える。平成29年度の法人数は10団体維持を目指す。
Ｃ）ここ数年20ha程度の減から増加となっているが、法人参入を促す施策等を講ずることにより平成23年度の水準に戻すことを目指す。
Ｄ）成り行きでは、毎年数ﾍｸﾀｰﾙずつ減少している。水田の集積や作業受託の組織化により平成24年度の水準を維持することを目指す。
Ｅ）平成24年度に果樹産地協議会を設立し、参加者からｱﾝｹｰﾄを徴取した結果、平成27年度末に1haの栽培面積増加となったため、これを目標値としていた
が、平成32年度には115haを目指すことも想定。
Ｆ）平成20年度に森林整備協議会（森林整備隊）を組織し、整備面積100ha／年を目標に取り組んでいる。また、平成28年度より自伐型林業の人材育成及び
間伐材の循環システムの構築を目指しており活動も活発化している。その他、森林組合や民間事業者（素材生産組合等）が実施する間伐事業に30,000円／
haの補填を行い森林整備（間伐）を推進しており、100ha程度を維持する。

95 92 82.7 89 107

目標値 125 120 120
Ｆ 除間伐実施森林面積 ｈａ

実績値 102 90
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１．町民（事業所、地域、団体）の役割 ２．行政（町、県、国）の役割

①良質な農産物の生産に努める。
②農地、農業用施設の適切な維持管理に努める。
③集落営農等の組織化（法人化）に取り組む。
④担い手への農地集積に協力する。

①良質な農産物の生産や高付加価値化を支援する。
②生産基盤の整備や農業経営の安定化を図るための支援を行う。
③集落営農の組織化や担い手の育成を支援する。
④農地利用の最適化や耕作放棄地解消のための支援を行う。

施
策
を
取
り
巻
く
状
況

１．施策を取り巻く状況（対象や法令等）は今後どのように変化するか？ ２．施策に対して、住民や議会からどんな意見や要望が寄せられているか？
①平成28年4月新農業委員会制度が施行された。平成26年度より農地中間管理機構を発足さ
せ、担い手や法人への農地集積を加速させ、強い農業を目指すとしている。また、40年以上続
いた減反政策の転換がなされ、それに伴い経営所得安定対策の制度変更（対象者を認定農業
者、営農組合等へ）や日本型直接支払制度の創設（法制化）が実施された。
②販売農家から自給的農家へ移行し、自給的農家から離農へ移行という構図になっており、販
売農家は減少、自給的農家は増加するが、全体として農業者は減少。高齢化が進み、後継者
不足が深刻となるため、この傾向は続く。
③平成28年産において若干の価格上昇はあったが、1俵当たり1万3～4千円と低迷を続けてい
る。機械化に投資した経費等により恒常的に販売額が生産費を下回る厳しい状況が続いてい
る。
④山菜類や真竹、自生きのこの出荷自粛が継続されている。

①安心して農業をしたい思いはすべての農家に共通すると思われる（鳥獣害、
農地の維持、後継者不足に不安を感じている）。自給的農家は収益性へのこ
だわりは少ないが、販売農家は収益を増やしたい思いがあり、支援制度の充実
やブランド化への取り組みに期待が寄せられている。
②認定農業者・農業法人には、高齢化する農業者（特に自給的農家）の農作
業の受託や農地の集約化などの期待がある。
③今後も耕作放棄地・遊休農地が増加することが予想されるため行政主導によ
る法人化を進め対策にあたるべきとの意見がある。
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施策 24 農林業の振興 主管課
名称 農政課

課長 松井田　順一
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準
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景
・
要
因
の
考
察

実績比較 背景・要因

①
時
系
列
比
較

かなり向上した。
①農業総所得金額は、平成25年度から平成26年度にかけて62,005千円増加したが、平成27年度は約20,077千円減少。平
成28年度は22,423千円増の196,648千円に向上し、平成29年度193,109千円と若干の増減はしているがこの5年間は平均
178,000千円と高水準を維持している。
②町の農業法人数は農事組合法人等を加えると13団体。　（アグリサポート・上毛高原ファーム・月夜野きのこ園・たくみの
里組合・にいはる生産組合・須川平生産組合・ナーセリーハラサワ・鈴木まいたけ園・北群ファーム・みなかみ農村公園公
社・猿ヶ京温泉夢未来・フォレスト＆ウォーター、あかゆりマネジメント）。昨年と比較すると1団体の増となっている。
③平成29年度の（再生可能）耕作放棄地は221haとなったがこれは平成28年度調査で大幅な調査方法の変更があり、その
ことが原因と思われ265haと増加となった。調査の精度向上を含め上記の数値であるが、実質3ｈa程度の耕作放棄地の再生
事業により耕作放棄地の減少は行われている。守るべき農地と集約・集積化をすすめ。効率的な営農を目指す必要があ
る。米の栽培面積は8～9ha減少しつつある。比較的水田は維持されていると考える。
④果樹の改植支援事業が平成24年度から実施され24年度80a、25年度70a、26年度37a、27年度75a、28年度88a29年度は
52aが実施された。果樹振興を図るうえで小規模な改植・新植に対しても支援が可能となるよう補助金交付要綱を見直し、団
体の取り組み支援と認定農業者を支援している。
⑤除間伐実施森林面積は、平成26年度92ha、27年度82.7ha、28年度89ha、29年度は107haであった。間伐事業は自伐型
林業の活動等により実施面積の確保が保たれている。

どちらかといえば向上した。

ほとんど変わらない。（横ばい状態）

どちらかといえば低下した。

かなり低下した。

③
目
標
の
達
成
状
況

目標値を大きく上回った。
①農業所得者の総所得金額は目標値120,000千円に対し193,109千円となり73,109千円上回った。繁殖和牛や
果樹の生産、価格等が安定している事が要因と思われる。
②農業法人数は農事組合法人等を加え13団体となる。再生可能な耕作放棄地面積は44ha減少した。利用状
況調査を担当する委員の変更、調査方法の変更（全筆調査）により、A分類（再生可能）農地から、B分類（荒
廃）と判断された事により変動したと思われる。米の栽培面積は、年々減少しつつある。以上を総合的に判断し
微減ではあるが耕作が維持されていると判断する。
③果樹等の栽培面積は5年間で4haほど増加しており、平成24年度に6戸・80a、平成25年度に4戸・70a、平成26
年度3戸・37a、平成27年度5戸・75a、平成28年度4戸88a、平成29年度2戸52aの改植を実施しており、栽培面積
は徐々に伸びを見せている。
④除間伐面積は107haとなり目標の120haを下回った。

目標値を多少上回った。

ほぼ目標値どおりの成果であった。

目標値を多少下回った。

目標値を大きく下回った。

②
他
団
体
と
の
比
較

かなり高い水準である。
①利根沼田管内各市町村の認定農業者数（平成29年）は、沼田市246人（258・268・270）、昭和村281人（283・
285・281）、片品村89人（101・97・104）、川場村72人（68・67・64）、みなかみ町78人（79・74・75）となっている。
（農業事務所調べ）　※（）内は平成28年・平成27年・平成26年の数値。平成29年数値は平成29年6月1日時
点。
②民有林面積について、沼田市9,832ha、片品村27,319ha、川場村2,966ha、昭和村1,483ha、みなかみ町
13,437ha（2015年森林林業統計書）となっている。平成28年度間伐面積は、沼田市110（214）ha、片品村100
（85）ha、川場村74（53）ha、昭和村71（24）ha、みなかみ町42（55）ha＜平成28年環境森林事務所調べ、（）内は
平成27年度＞である。また、平成26年12月に利根沼田森林組合と利根町森林組合の合併が行われ県内最大
の森林組合となった。

どちらかといえば高い水準である。

ほぼ同水準である。

どちらかといえば低い水準である。

かなり低い水準である。

2 生産基盤の整備

①農業用施設の老朽化が進んでいるため、緊急性の高いため池や基
幹水路を中心に長寿命化対策や機能保全計画の策定が必要である。
②耕作放棄地の再生に向けた基盤整備（公共・個人）により、栽培条
件の向上と、再生・集約に向けたマンパワー充足が必要である。

①県営事業によるため池・基幹水路改修事業について、円滑な進捗の
ため県～受益者間の調整を図る。また、老朽度の高い基幹用排水路等
の適正な維持管理を進めるための計画策定を進める。
②耕作放棄地再生や農地利用の最適化（農地集積等）に向けた担い
手の経営転換（大規模化効率化等）の促進とともに、その対策のための
体制強化等を進める。

3 農業経営者の育成

①効率化・省力化のための農地集積が進まない現状がある。原因の
一つとして米作農家は兼業農家が多く、現有の農業機械が使用不能
になるか農作業が難しくなるまでは、積極的な水田の貸借が難しい。
（受け皿としての担い手の育成や営農組織等の構造転換の調査研究
が必要である）
②機械・施設等の導入に伴う初期投資の負担が大きく新規就農や規
模拡大のための初期負担の軽減が課題である。
③農地中間管理機構（県農業公社）による農地集積・集約化の事業を
進めているが、中山間地域ではマッチングできる土地が見つからない
（貸し手はいても受け手がいない）ことが懸念される。農地の集約化と
耕作放棄地対策を推進するための体制構築が急務となっている。

①認定農業者等（新規就農、ふるさと帰農などを含む担い手）の確保育
成のための研修や、地域の担い手となる営農機関（地域集落等の営農
組織など）受け皿組織等の構造転換への支援を検討する。
②経営体育成のための支援事業（はばたけ事業等）による認定農業者
（担い手）等への継続的な支援（省力化・効率化＝機械整備支援など）
③人・農地プラン（ステップⅡ）に基づき、農地中間管理機構を交えた借
り手・貸し手の調整を図るとともに、町農林業振興事業対策補助金によ
る担い手への支援を推進する。

成
果
実
績
に
対
し
て
の

取
り
組
み
の
総
括

〈ブランド化の推進〉
①平成24年9月に「みなかみ町果樹産地協議会」を設立。改植支援の体制を整備し平成29年度末累積で24戸・402a(H28で22戸・350a、H27で18戸・262a、H26末13戸・
187a）の取り組みを行った。
②本町のブランド米「水月夜」が多くの米コンクールで入選している。品質の維持と販路の確保が課題と考える。ブランド化は総合戦略課が「水月夜」生産者による特別栽培米
の取組や桃李館におけるJ-GAP（日本農業生産工程管理）の取得に向けた取組を行い、平成27年3月に取得した。農政課は生産現場の支援等を進めることが重要になると
思われる。
〈生産基盤の整備〉
①中山間地域等直接支払事業H29・40地区、H28・39地区、多面的機能支払交付金9地区は、地域が農業用施設の維持管理を行いながら農村環境の向上、農地の保全、活
用に役立てた。
②経営安定対策制度は、平成22年度にモデル事業として稲作の減反政策を中心に実施、平成23年度から畑作を含め国内自給率の向上を目的に制度導入がされた。近年
は減反政策から水稲から転換作物への支援に変わった。近年の申請者数は平成27年度が69件、平成28年度は42件、平成29年度は25件と平成平成29年度を最後に減反に
対する保障制度から大豆、そば等から畑作物・水稲から他作物への支援策が中心の制度の改正となった。
③農業農村整備事業は、県単小規模農村整備事業として農業用施設（農作業道工事2路線・同設計1路線、用排水路工事3路線・同設計2路線）の整備完了により機能向上
が図られ、その他ほ場整備1地区並びに災害復旧3か所が完了。県営農村地域防災減災事業は、池田ため池の用地調査・用地買収及び生き物調査を実施。県営中山間地
域農業農村整備調査計画は、三峰ため池の整備方針及び受益者分担金の負担方針を検討。四ヶ村用水の重要構造物に関係する箇所の測量調査設計を実施。県営農業
農村整備事業は、赤谷川沿岸Ⅱ期対策として老朽化が著しい隧道の長寿命化を図る工事を実施。
〈農業経営者の育成〉
①新規就農者3名のうち親元就農を除く1名に平成27年度より就農給付金の支援を行っている。また、認定農業者１名が購入した機械設備H29事業費13,370千円うち補助金
額4,952千円(うち町補助金1,288千円)（H27購入額27,988千円に対し10,364千円・H26購入額17,085千円に対し4,746千円）の支援をこれまでに行っている。
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基本事業名 今後の課題 今後の取り組み（案）

1 ブランド化の推進

①栽培技術の向上により品質の均一化を図る必要がある。
②一定の生産量を確保するため、新たな栽培農家・後継者の育成を
図る必要がある。
③安定的な販路を確保する必要がある。

①生産者の栽培技術研究等の支援とともに、みなかみユネスコエコ
パークの登録を機に安全安心な農産物の調査研究支援を行う。
②評価の高い水月夜（米）や果樹類の産地化のための栽培拡大農家
への支援
③ぐんま総合情報センター（ぐんまちゃん家）や各交流事業を活用した
PR販促イベントの継続的開催と、直売所を拠点とした地産地消体制の
整備



24_農林業の振興

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間
目 3 350,200 357,400 人

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農政 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 有 組織

農政
課長 田村　雅仁

課題なし  

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績指定管理制度の導入に伴う協定書

作成、協定締結、協定に基づく修繕
処理等の施設の維持管理

 

事業費 2,756,600 円

  

事務事業 000004 農林漁業体験実習館（豊楽館）管理運営事業

① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 農林産物のブランド化の推進

入り込み客数
（豊楽館、香りの家、福寿
茶屋）

目 3 28,677 30,209 人

平成 30 7 11  

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農政 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 有 組織

農政
課長 田村　雅仁

事業の継続実施  

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績指定管理制度の導入に伴う協定書

作成、協定締結、協定に基づく修繕
処理等の施設の維持管理

 

事業費 6,318,732 円

  

事務事業 000003 フルーツ公園（桃李館）管理運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 農林産物のブランド化の推進 利用者数

目 3 41,148 32,567 人

平成 30 7 11  

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農政 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 有 組織

農政
課長 田村　雅仁 前年も運営委員会を開催したいと

の意見はあったが、結局やらずじま
いだった等、他の直売所とくらべる
と今ひとつモチベーションが低く感じ
る。

 

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

施設の指定管理に伴い、指定管理
制度に基づく協定締結並びに指定
管理料の支出、施設敷地賃貸借契
約に基づく賃貸借料の支出事務

 

事業費 2,917,876 円

  

事務事業 000002 交流促進センター（太助の郷）管理運営事業

① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 農林産物のブランド化の推進 入り込み客数

目 3 68,178 67,811 人

平成 30 7 11  

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農政 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 有 組織

農政
課長 田村　雅仁

事業の継続実施  

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績指定管理制度の導入に伴う協定書

作成、協定締結、協定に基づく修繕
処理等の施設の維持管理

 

事業費 3,663,708 円

 

事務事業 000001 産地形成促進施設（月夜野はーべすと）管理運営事業

① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

平成 30 7 11   

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 農林産物のブランド化の推進 入り込み客数



24_農林業の振興

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ 28 ～ 年間
目 4 49,952 49,973 千円

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農政 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 有 組織

農政
課長 田村　雅仁

販路の確保、「塩ヨーグルト」を利用
したメニューの開発

 

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

飲むヨーグルト工場施設用地賃借
料の支払い

 

事業費 141,360 円

  

事務事業 000011 たくみの里ヨーグルト工房管理運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 農林産物のブランド化の推進 販売収入額

目 5 3,028 2,154 人

平成 30 7 11  

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農村整備 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 有 組織

農政
課長 田村　雅仁

課題なし  

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績住民の憩いの場として、また、住民

の健康増進及び都市住民との農村
交流を図るための施設。

 

事業費 1,805,909 円

  

事務事業 000007 集落水辺環境施設恋越公園管理運営事業

① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 農林産物のブランド化の推進 施設利用者数

目 5 0 0 箇所

平成 30 7 10  

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農村整備 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 有 組織

農政
課長 田村　雅仁

課題なし  

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

田園空間整備事業により平成１５年
度から１８年度にかけて藤原地区に
整備された遊山館の修繕、光熱水
費、施設管理委託費の支払いを行
う。

 

事業費 #N/A 円

  

事務事業 000006 雲越家休憩施設遊山館管理運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 農林産物のブランド化の推進 修繕箇所数

目 17 87,098 78,766 人

平成 30 7 10  

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 2 項 1

商工振興 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 有 組織

観光商工
課長 澤浦　厚子

最善な状態での施設提供（施設設
置から２３年を迎え施設の老朽化が
進む。）

適切な運営管理を行う。

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績奥平温泉遊神の湯「遊神館」の管理

運営
農産物、加工品の販売

 

事業費 44,492,311 円

7 6

事務事業 000005 農村交流公園（遊神館）管理運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 農林産物のブランド化の推進 入館者数

平成 29   30



24_農林業の振興

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間
目 3 8 8 人

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農政 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

農政
課長 田村　雅仁

現状維持の施設の存続  

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績大穴農村公園の電気料、水道料、

浄化槽保守管理委託料の予算管理
並びに支出事務

 

事業費 570,164 円

7 6

事務事業 000016 大穴農村公園管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 農林産物のブランド化の推進 大穴地区農業従事者数

目 2 0 0 人

平成 29 8 9 30

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 2

森林環境 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 有 組織

エコパーク推進

課長 高田　悟

施設は休止しているが、補助事業
で建設したため今後の対応が課題

施設をどうするか検討する必要
がある

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

水道光熱費及び施設敷地国有林借
り上げ料の処理

なし

事業費 1,728,387 円

7 6

事務事業 000015 大峰休養施設（見晴荘）管理運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 農林産物のブランド化の推進 利用者数　休止中

目 3 - 20 人

平成 29   30

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農政 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

農政
課長 田村　雅仁

課題なし  

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績真沢の森及び隣接する市民農園の

施設用地賃貸借契約、並びに賃借
料の支出事務

 

事業費 123,610 円

  

事務事業 000014 真沢ファーム交流施設管理運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 農林産物のブランド化の推進 利用者数

目 3 370,000 435,000 人

平成 30 7 11  

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農政 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

農政
課長 田村　雅仁

事業の継続実施  

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

水紀行館に隣接する清流公園の電
気、水道料の支払い業務

 

事業費 550,780 円

7 5

事務事業 000013 清流公園管理運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 農林産物のブランド化の推進 入り込み数

平成 29 8 9 30



24_農林業の振興

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ 28 ～ 年間
目 2 3,133 2,835 人

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農政 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

農政
課長 田村　雅仁

課題なし  

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

観光客等を対象に利根沼田農業事
務所管内の広域に渡るスタンプラ
リーを実施して、観光施設、観光農
園等への入り込み客の増を図る

 

事業費 68,000 円

7 10

事務事業 000020 利根沼田みのりの里プロジェクト実行委員会参画事業

① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 農林産物のブランド化の推進 抽選応募総数

目 3 9 9 人

平成 29 8 3 30

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農政 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

農政
課長 田村　雅仁 地権者との協議が必要

高齢者婦人センター・ディーサービ
スセンターとの景観があり、そこを
含めて、検討要。

 

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

高齢者婦人センターの建設ととも
に、駐車場脇に整備されたポケット
パークのような公園。散策路があ
り、周辺には季節の花が植えられて
いる。

 

事業費 21,198 円

  

事務事業 000019 阿能川農村公園管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 農林産物のブランド化の推進 地域の農業従事者

目 3 13 13 人

平成 29 8 9 29

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農政 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

農政
課長 田村　雅仁

管理担当部署の一元化  

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績平出農村公園の修繕料、借地料及

び公衆トイレの電気水道料関係処
理

 

事業費 465,292 円

7 5

事務事業 000018 平出農村公園管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 農林産物のブランド化の推進 地域就農者数

目 3 14 14 人

平成 29 8 9 30

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農政 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

農政
課長 田村　雅仁

課題なし  

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績高日向農村公園の維持管理に伴う

電気、水道料に関する事務及び簡
易な修繕等管理

 

事業費 57,132 円

7 5

事務事業 000017 高日向農村公園管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 農林産物のブランド化の推進 高日向地区農村従事者数

平成 29 8 9 30



24_農林業の振興

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間
目 3 66 48 人

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農政 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

農政
課長 田村　雅仁

会員募集案内や会費徴収等におい
て事務手続きなど指導を要する。

会員募集を多様なツールを活用
し、広く募集する必要がある。ユ
ネスコエコパークの認定記念イ
ベントなど、プレミア感の創造も
検討余地がある。

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

JA利根沼田みなかみ支店青年部
が中心となり、町内の農産物・特産
品を年4回、会員に対し発送しPRに
取り組む。

過去使用したデータファイルの提
供や実施方法などを教示し、事
務局運営を支援した。

事業費 299,000 円

7 10

事務事業 000024 まごころ便事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 農林産物のブランド化の推進 会員数

目 3 250 150 人

平成 29 8 3 30

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農政 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

農政
課長 田村　雅仁

課題なし  

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

古馬牧小学校で実施している農業
体験活動で、三峰そば組合が支援
している管理作業や指導の謝礼に
対して、補助を行っている。

 

事業費 78,000 円

  

事務事業 000023 小学生農業体験学習事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 農林産物のブランド化の推進 参加者数

目 2 6 6 団体

平成 30 7 11  

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 2

森林環境 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

エコパーク推進

課長 高田　悟

課題なし  

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

町内の各小学校に組織されている
緑の少年団に補助金を支払う。

 

事業費 180,000 円

7 6

事務事業 000022 緑の少年団活動支援事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 農林産物のブランド化の推進 緑の少年団数

目 1 - 1 回

平成 29   30

事業
期間

新規事業 会
計

1 款 6 項 2

森林環境 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

エコパーク推進

課長 高田　悟

課題なし 森林整備事業に含める

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

各種団体、事業等に対する負担金
の支払い

 

事業費 20,000 円

7 6

事務事業 000021 林業総務費負担事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 農林産物のブランド化の推進 負担金支払い回数（件数）

平成 29   30



24_農林業の振興

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間
目 5 20・30 8・13

地
区・
箇所

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農村整備 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

農政
課長 田村　雅仁

高齢化により原材料支給による地
元対応が困難になっていることと、
自然災害増加により事業費が増加
している。

 

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績農業用施設の破損箇所修繕及び、

その作業に伴う重機借上、各農事
組合からの資材支給に対応。

なるべく原材料支給で地元対応
してもらうよう依頼はしている。

事業費 4,865,900 円

  

事務事業 000001 農道・農業用水路維持管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 農業生産基盤の整備

農業用施設維持管理修繕
箇所
・原材料支給地区

目 3 - - 件

平成 30 7 10  

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農政 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

農政
課長 田村　雅仁

 

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

※県補助事業へ振り替えのため未
実施

 

事業費 0 円

8 3

事務事業 000033 「野菜王国・ぐんま」総合対策事業費補助金交付事業

① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 農林産物のブランド化の推進 補助金交付件数

目 3 5 5 日

平成 29 8 3 29

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農政 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

農政
課長 田村　雅仁

課題なし  

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

地域の農林産物利用促進を目的と
した各種補助金事務等。

 

事業費 12,048,037 円

  

事務事業 000026 地域の農林水産物利用促進事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 農林産物のブランド化の推進 実習会等活動日数

目 3 2 2 回

平成 30 7 11  

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農政 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

農政
課長 田村　雅仁

JA組織改編により水上支所が廃止
され、水上地区における開催も廃止
された。

現在、2会場で開催される農業祭
に町としてどの様な主旨で関わ
るかなど、参画する目的を明確
化する必要がある。

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績JA利根沼田が中心となり、町内２支

店（みなかみ、新治）で開催される
農業祭の運営費補助

現時点では無し

事業費 400,000 円

7 11

事務事業 000025 農業祭開催支援事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 農林産物のブランド化の推進 祭り開催回数

平成 29 8 3 30



24_農林業の振興

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ 13 ～ 18 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ 3 ～ 28 年間
目 5 7 4 団体

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農村整備 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 有 組織

農政
課長 田村　雅仁

課題なし  

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

各農業団体が、団体営等土地改良
事業によって、農協等金融機関から
借り入れた事業費の返還を支援す
る。

 

事業費 15,048,665 円

  

事務事業 000013 土地改良借入金償還助成事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 農業生産基盤の整備 団体数

目 5 3 2 回

平成 30 7 10  

事業
期間

期間限定事業 会
計

1 款 6 項 1

農村整備 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 有 組織

農政
課長 田村　雅仁

課題なし  

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

緑資源公団営にて整備した農道、
農用地整備事業費の町負担分を償
還する事業。(H30年度)償還額総額
2,654,119,469円

 

事業費 104,968,785 円

  

事務事業 000012 利根沼田区域農用地総合整備（望郷ライン）事業費償還事業

① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 農業生産基盤の整備 残りの償還回数

目 5 14 9 団体

平成 30 7 10  

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農村整備 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 有 組織

農政
課長 田村　雅仁

制度面などの環境の変化により、次
第に町が行う事務が増えている。

 

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績･団体より提出される実績報告書の

内容確認及び訂正・指導
･各団体への交付金の支払い

 

事業費 8,474,200 円

  

事務事業 000007 多面的機能支払交付金事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 農業生産基盤の整備 事業参加団体

目 5 135 84 戸

平成 30 7 10  

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農村整備 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 有 組織

農政
課長 田村　雅仁

・農業用施設老朽化により、年々事
業費が増加傾向にある。
・県補助金が減額傾向。

 

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

・主に農業用施設等の修繕工事及
び機能向上、調査を実施する。
・事業費は２００万円以上で上限３０
００万円

施設の老朽度合いや受益戸数、
面積などを考慮したうえで優先順
位をつけて事業化している。

事業費 114,458,214 円

  

事務事業 000003 小規模農村整備事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 農業生産基盤の整備 受益戸数

平成 30 7 10  



24_農林業の振興

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ 28 ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ 28 ～ 年間
目 4 90 90 ｍ

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農政 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

農政
課長 田村　雅仁

特になし  

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

草地や飼料畑に通じる道路（支線）
の補修に必要な資材支給を行う。

 

事業費 296,784 円

  

事務事業 000018 牧道維持管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 農業生産基盤の整備 整備延長

目 4 2 2 戸

平成 30 7 11  

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農政 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 有 組織

農政
課長 田村　雅仁

経営者の死亡による今後の牧場経
営

 

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績・事業で建設した大規模畜産施設

分担金の徴収
・町負担金を群馬県に支払い

事業参加者・群馬県・顧問弁護
士との協議

事業費 30,124,746 円

  

事務事業 000017 畜産基地建設事業費負担事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 農業生産基盤の整備 事業参加畜産家

目 5 9 6 業務

平成 30 7 10  

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農村整備 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

農政
課長 田村　雅仁

課題なし  

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績群馬県土地改良事業団体連合会に

負担金を支払い、団体の活動を通
じて農林業の振興を図る。

 

事業費 163,570 円

  

事務事業 000015 土地改良総務費負担事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 農業生産基盤の整備 委託業務数

目 5 324 324 人

平成 30 7 10  

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農村整備 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

農政
課長 田村　雅仁

課題なし  

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績施設の維持管理、地区除外処理、

会計事務、賦課金徴収事務に係る
運営費補助金の支払い。

 

事業費 1,008,000 円

  

事務事業 000014 赤谷川沿岸土地改良区運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 農業生産基盤の整備 受益者数（組合員数）

平成 30 7 10  



24_農林業の振興

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ 28 ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ 28 ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ 28 ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間
目 3 33 回

事業
期間

会
計

1 款 6 項 1

森林環境 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 有 組織

エコパーク推進

課長 高田　悟 今年度、竹破砕機のエンジンが故
障して2ヶ月程度修理にかかること
になった。現在、竹破砕機は1台だ
けなので、もう1台はあった方がいい
かも

・里地・里山保全整備事業へ含
める
・要望が一時期に集中するため、
その時期だけリース等で対応す
ることも検討したい

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

地域住民が共同作業で実施する刈
り払い等の作業で発生する立竹木
を処理するため、木材破砕機を町で
地域に貸し付け、処理作業の支援
を行う。

破砕機の購入については現状で
対応できそうなので保留。破砕機
で対応できない大きい立木を処
理するために、薪割り機を購入し
た。

事業費 756,152 円

7 6

事務事業 000023 破砕機貸出事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 農業生産基盤の整備 貸出回数

目 4 5 5 戸

平成 29   30

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農政 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

農政
課長 田村　雅仁

攪拌装置等の老朽化による修繕費
の増加

 

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

・家畜排泄物と食品残渣、脱水汚泥
の受入
・発酵機等備品の修繕、管理
・堆肥製造、販売
・施設管理運営委託業務

 

事業費 12,516,976 円

  

事務事業 000022 資源リサイクルセンター管理運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 農業生産基盤の整備 参加畜産家数

目 4 7 7 人

平成 30 7 11  

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農政 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 有 組織

農政
課長 田村　雅仁

特になし  

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績高畠育成牧場用地の返還に向け

た、植栽・除草作業及び防災工事な
ど

 

事業費 1,098,641 円

  

事務事業 000020 高畠牧場管理運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 農業生産基盤の整備 地権者数

目 4 10,755 頭

平成 30 7 11  

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農政 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

農政
課長 田村　雅仁

群馬県家畜保健衛生課、家畜診療
所、ＪＡ等と白血病清浄化に向けた
指導を継続的に行う。

 

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

放牧場の維持管理運営  

事業費 7,833,508 円

  

事務事業 000019 大峰牧場管理運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 農業生産基盤の整備 延べ預託放牧頭数

平成 30 7 11  



24_農林業の振興

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間
目 2 6 団体

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 2

森林環境 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

エコパーク推進

課長 高田　悟

なし なし

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績町民が勤務する林業事業体の、勤

務する町民に対する厚生年金等の
事業者負担金の一部を補助

なし

事業費 1,449,600 円

7 6

事務事業 000027 森林整備担い手対策事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 農業生産基盤の整備 林業事業体

目 2 1 団体

平成 29   30

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 2

森林環境 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 有 組織

エコパーク推進

課長 高田　悟
今後実施する予定の木の駅や自伐
型林業等についても検討する必要
があると思われる

森林整備事業に変更

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

森林整備事業を実施することに要
する経費に対して補助金を交付し、
もって林業を振興し、水源のかん
養、地球温暖化防止、林産物の供
給等多面的機能を高度に発揮させ
る。

なし

事業費 1,546,902 円

7 6

事務事業 000026 森林整備事業補助金交付事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 農業生産基盤の整備 事業主体数

目 2 1 件

平成 29   30

事業
期間

会
計

1 款 6 項 2

森林環境 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

エコパーク推進

課長 高田　悟

一元化するとしたら何処が管理する
か（管財？農政？）

従来通り

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

国有林内に整備した林業施設に対
する借地料の支払いを行う。

なし

事業費 71,700 円

7 6

事務事業 000025 ミニダム管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 農業生産基盤の整備 支払件数

目 2 26 26 人

平成 29   30

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 2

森林環境 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 有 組織

エコパーク推進

課長 高田　悟

特になし なし

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

群馬県が特用林産物の振興のた
め、共同使用する施設建設及び機
械等の購入する団体へ支援として
施設を造成した。施設の維持管理
など。

なし

事業費 66,200 円

7 6

事務事業 000024 特用林産物加工施設管理運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 農業生産基盤の整備 加入者数

平成 29   30



24_農林業の振興

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間
目 3 4 2 箇所

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 2

農村整備 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

農政
課長 田村　雅仁

民家や水道等の町施設のある路線
については、部分的にでも町道認
定していく必要がある。

 

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

林道の維持管理及び修繕  

事業費 1,561,777 円

  

事務事業 000031 林道維持管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 農業生産基盤の整備 修繕箇所数

目 2 0 件

平成 30 7 10  

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 2

森林環境 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

エコパーク推進

課長 高田　悟
森林総合研究所で管理計画を立て
ているが、現在は特に作業を実施し
ていない。

現在作業を実施していないた
め、予算措置せず、必要になっ
たら補正等で対応

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

高檜木にある町有分収林の整備、
整備費用は独立行政法人森林総合
研究所が負担する。町の費用は調
査に関する費用のみ

なし

事業費 2,000 円

7 6

事務事業 000030 高檜木分収造林事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 農業生産基盤の整備 作業実績

目 2

要望箇
所：27
着手箇
所：5

箇所

平成 29   30

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 2

森林環境 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 有 組織

エコパーク推進

課長 高田　悟 県単か公共かの判断は環境森林で
やるので、町としては公共でできる
可能性があるものについて最大限
協力してなるべく公共でやるように
するべき。

今後も上記のとおり事務を進め
ていく

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

地域からの要望により、補助公共治
山事業として採択されない小規模な
崩落等の復旧や山地災害防止のた
めの施設等を県で設置するが、そ
の事業費の１０％を地元市町村が
支払う。

地元および県と連絡を密にし、迅
速に事業を実施してもらえるよう
計らう

事業費 7,756,000 円

7 6

事務事業 000029 県単治山事業費負担事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 農業生産基盤の整備

整備要望箇所数・整備着
手箇所数

目 2 0 回

平成 29   30

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 2

森林環境 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

エコパーク推進

課長 高田　悟

特になし なし

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

治山・林道事業を推進するため、関
係機関への要望活動を行うととも
に、担当者や関係者の技術力向上
を図るための各種研修に参加す
る。

なし

事業費 114,000 円

7 6

事務事業 000028 群馬県治山林道協会参画事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 農業生産基盤の整備 研修会等参加回数

平成 29   30



24_農林業の振興

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間
目 2 22 ha

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 2

森林環境 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

エコパーク推進

課長 高田　悟 ・不在地権者等、地権者と協定をう
まく結べるかどうかが最大の問題
・要望箇所は増えているが、予算及
び時間の問題で実施できる箇所は
限られる。

竹林の全伐および粉砕を実施す
ると費用が高く、予算を圧迫する
ため何かしらの対応策を検討す
る必要がある。

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

ぐんま緑の県民基金により、里山・
平地林について、地元で整備する
場合については補助金による支援
を行い、地元で整備するのが困難
な箇所については、町が整備するこ
とにより、獣害の抑制・通学路等の
安全確保等を図る。

地元代表者とよく話し合って事業
を実施する

事業費 27,442,267 円

7 6

事務事業 000037 里地・里山保全整備事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 農業生産基盤の整備 整備面積

目 2 11 回

平成 29   30

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 2

森林環境 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

エコパーク推進

課長 高田　悟
・NPO法人の事務局を役場職員が
担当している状況はおかしいので、
早く自立させるべき
・29・30年度についてはいろはすか
らの寄付金でまかなえるが、以降に
ついては何かしら手を打たないと活
動資金が不足する可能性が高い。

打開策が見えない状態なので、
検討を続ける

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

主な事業主体である利根沼田森林
組合と協力してボランティアや林業
従事者からなる利根川源流森林整
備隊を組織し、山に親しんでもらい
林業の発展につなげる。

まだ手をつけられていない

事業費 100,000 円

7 6

事務事業 000036 利根川源流森林整備隊活動支援事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 農業生産基盤の整備 活動回数

目 2 0 本

平成 29   30

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 2

森林環境 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

エコパーク推進

課長 高田　悟

平成29年度の秋に、奈女沢で大規
模な被害が発生

30年度になんらかの対応が必要
だが、被害が大きすぎて伐倒駆
除は現実的ではないので、どう
対応するか県と協議していく

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

カシノナガキクイムシによるナラ枯
れの防除・被害木の伐倒等

県と合同で被害調査を実施

事業費 0 円

7 6

事務事業 000034 ナラ枯れ対策事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 農業生産基盤の整備 民有林の伐倒木

目 2

奨励防
除:49.05
保全松
林:11.94

㎥

平成 29   30

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 2

森林環境 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

エコパーク推進

課長 高田　悟
事業量の増加に伴い事務量（承諾
の徴取）も増加する。
また、県民税の利用については、県
の採択が未定。

大規模な被害箇所については、
県民税事業の実施を県に要望し
ていく

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

・森林病害虫等防除事業（県単奨励）
マツノマダラカミキリの駆除及び防除を進め
ることにより、松林の保全を図る
・保全松林周辺対策事業（県単）
公共施設付近の松食い虫被害木を伐倒する
ことで、枯損木の倒壊等による被害を防ぐ。

例年どおり業務を実施

事業費 1,490,636 円

7 6

事務事業 000033 松くい虫駆除・防除事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 農業生産基盤の整備 伐採材積

平成 29   30



24_農林業の振興

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ 27 ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間
目 5 2 2 箇所

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農村整備 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

農政
課長 田村　雅仁

課題なし  

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

・地元説明会開催
・事業費負担金支払い業務

 

事業費 4,023,000 円

  

事務事業 000054 ため池整備事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 農業生産基盤の整備 実施箇所

目 2 6・46 -
回・
人

平成 30 7 10  

事業
期間

会
計

1 款 6 項 2

森林環境 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

エコパーク推進

課長 高田　悟
「自伐林業」推進する上で、町民啓
発と個人の技術力向上が課題であ
る。

継続的に自伐型林業を実施でき
るよう支援していく。また、その一
環として、木の駅プロジェクトを進
める。

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

本町の９割は森林で、その７割が広
葉樹である。所有者が山に興味を
持ち、荒廃の進む森林や里山を整
備するため、「自伐型林業」を推進
する。

平成28年度は、山林所有者アン
ケートの実施、フォーラム講演
会、林業研修会開催し、自伐林
家の育成を図った。

事業費 5,592,679 円

7 6

事務事業 000050 自伐型林業推進事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 農業生産基盤の整備

会議、研修会等の開催回
数
・自伐型林業家数（従事者
数）

目 5 2 2 施設

平成 29   30

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農村整備 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

農政
課長 田村　雅仁

課題なし  

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

資金造成により、機能診断や施設
の更新を行う事業。

 

事業費 5,892,300 円

  

事務事業 000046 土地改良施設維持管理適正化事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 農業生産基盤の整備 整備・更新施設数

目 3 600 m

平成 30 7 10  

事業
期間

会
計

1 款 6 項 2

森林環境 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

エコパーク推進

課長 高田　悟

ルート選定・地権者との交渉
完成後は林道として管理すること
になるため、農政課に引き継ぐ
必要がある

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績林業振興のため、新しいタイプの林

道である林業専用道を県が開設す
るのに負担金を支払う

前年度から継続の事業なので、
今年度工事箇所について立ち会
いをセッティングした

事業費 7,948,000 円

7 6

事務事業 000042 林業専用道整備費負担事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 農業生産基盤の整備 工事延長

平成 29   30



24_農林業の振興

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間
目 1 398 337 人

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農政 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

農政
課長 田村　雅仁 農業者の老後生活の安定及び福祉

の向上と、本事業を通じて農業の担
い手を確保するという目的を持つ事
業だが、新規加入者数が低迷して
いる。

農業者の財産に関わることなの
で、引き続き慎重に加入推進活
動する。

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

独立行政法人農業者年金基金法に
基づき創設された独立行政法人農
業者年金基金から業務を一部委託
されている事業。

農業委員による加入推進活動
新規加入者○名

事業費 323,610 円

8 21

事務事業 000002 農業者年金事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 農業経営者の育成 加入者・受給者数

目 1 12 12 回

平成 29 8 21 29

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農政 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

農政
課長 田村　雅仁

農家の減少や農業者の高齢化が進
むなか、農地を貸したいが貸す相手
が見つからない農地所有者がい
る。後継者の見込みがなく自作でき
ない農地を、どのように担い手へ集
積するかが課題である。

農地利用最適化推進委員を活
用し、農地の貸付希望者と借受
希望者をマッチングしたい。

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績農地法などの法令に基づく審査等

を行うと共に、農地や担い手に関す
る具体的な活動を実施する事業。

農地中間管理機構を活用し担い
手へ農地を集積する。担い手へ
の新規集積は、農地中間管理機
構を活用した集積とするととも
に、利用権設定の満了に伴う再
設定についても、機構による借
受、転貸となるよう取り組む。

事業費 10,272,347 円

8 21

事務事業 000001 農業委員会運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 農業経営者の育成

農業委員会定例会開催件
数

目 3 43 70 ｍ

平成 29 8 21 29

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 2

農村整備 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

農政
課長 田村　雅仁

課題なし  

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

林道保安施設（擁壁）損傷により危
険なため修繕工事を行う。

 

事業費 6,696,000 円

  

事務事業 000056 林道整備事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 農業生産基盤の整備 施工距離

目 5 0 10 ｍ

平成 30 7 10  

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農村整備 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

農政
課長 田村　雅仁

課題なし  

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

県営事業への負担金の支払い。  

事業費 1,301,200 円

  

事務事業 000055 農業用用排水路整備事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 02 農業生産基盤の整備

整備・維持修繕済み水路
等延長

平成 30 7 10  



24_農林業の振興

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間
目 3 2,317 2,481 a

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農政 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 有 組織

農政
課長 田村　雅仁

課題なし  

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

中山間地域では後継者不足・高齢
化等の問題があり、耕作放棄地の
解消や担い手育成に取り組むため
農業基盤の維持、多面的機能を確
保するため交付金を交付する。本
事業は、平成12度より実施され、平
成27年度より第4期目となる。

 

事業費 40,161,619 円

8 3

事務事業 000008 中山間地域等直接支払事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 農業経営者の育成 対象農用地面積

目 3 22,864 28,414 kg

平成 29 8 3 29

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農政 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

農政
課長 田村　雅仁

一般家庭からの廃プラスチックの排
出も徐々に増加しており、事業量の
増大に比例し処理費（助成金）の増
加が見込まれる。

農業用廃ビニールの収集に止ま
らず、一般家庭からの搬出が増
加傾向にある。区分収集等を励
行しているが、今後、処分経費の
一部補助だけでは対応しきれな
い可能性がある。

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

園芸用廃プラスチックの適正処理に
より農村環境の保全を諮る。JAを
中心とする協議会に対し処理費用
の一部を助成する。法改正により一
般家庭から排出される廃プラも適切
に処理する。

事業量の変化に対応した予算措
置及び使用機材の購入を行う。

事業費 750,000 円

8 3

事務事業 000006 園芸用廃プラ適正処理推進協議会参画事業

① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 農業経営者の育成 回収した廃プラスチック類

目 2 2 2 回

平成 29 8 3 29

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農政 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

農政
課長 田村　雅仁

中山間地域の活性化・交流促進は
過疎化を食い止める有効な手段と
捉え、先進的な取り組みなど情報交
換による継続的な取り組みを必要と
する。ニーズにマッチした事業の選
定が課題。

継続的な取り組みにより都市間
交流の促進や中山間地域の活
性化を図る。

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

全国中山間地域振興対策協議会及
び関東支部の総会及び研修会へ出
席し中山間事業の継続推進、事業
の見識を深める事業

協議会での研究会や施策説明
会等を通じ、本町に見合った取り
組みの検討を進める。
また、会員数の拡充を図るため、
未加入自治体に対し要請文の発
送を行う。

事業費 133,460 円

8 3

事務事業 000005 全国中山間地域振興対策協議会参画事業

① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 農業経営者の育成 総会・研修会参加回数

目 1 3,369 3,348 戸

平成 29 8 3 29

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農政 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

農政
課長 田村　雅仁

随時変更される農地の情報をどの
ように管理するか、より精度の高い
情報の管理運用を図りたい。

①以外の必要な情報の入力

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

①農家・法人等の情報管理　②農
地の利用  状況管理　③農地転用
の情報管理　④耕作放棄地調査に
関する情報管理　⑤その他

情報の精度向上、多様な土地情
報の入力

事業費 4,708,800 円

8 21

事務事業 000003 農地情報管理事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 農業経営者の育成 農地保有戸数

平成 29 8 21 29



24_農林業の振興

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間
目 3 19 19 人

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農政 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

農政
課長 田村　雅仁

課題なし  

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績農家・生産法人など経営体支援の

国庫補助事業事務。  

事業費 0 円

  

事務事業 000013 経営体育成支援事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 農業経営者の育成 参加人数

目 3 2 7 人

平成 30 7 11  

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農政 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

農政
課長 田村　雅仁

農業者の高齢化等により後継者が
不足する地域があり、担い手の確
保が課題。

耕作者不在となる農地につき、
借り手となりうる担い手へ情報を
提供する。

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

農地中間管理機構等を活用し、認
定農業者に対する賃借権等の設定
を新たに行った者又は受けた認定
農業者に奨励金を交付する等、農
業経営者の育成を行う。

担い手へ農地の情報提供を行っ
た。

事業費 172,997 円

7 11

事務事業 000011 農地利用集積促進事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 農業経営者の育成

農地中間管理機構を活用
し利用権設定を行った認定
農業者

目 3 5 5 人

平成 29 8 21 30

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農政 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

農政
課長 田村　雅仁

農地中間管理機構を通じた権利移
動にシフトしていきたい。

利用権終期をむかえるものは、
農地中間管理機構の利用を勧め
る。

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

離農・規模縮小により遊休化する農
地を借り入れ、規模拡大を考えてい
る農家に貸し付け、経営の安定化と
農地の保全・有効利用を図る。

 

事業費 236,036 円

8 21

事務事業 000010 農地利用集積円滑化事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 農業経営者の育成 貸付農地所有者数

目 3 47 39 件

平成 29 8 21 29

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農政 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

農政
課長 田村　雅仁

課題無し 事業継続

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

認定農業者等担い手である農業者
が農業用施設機械の更新等を行う
ため金利が優遇されている県の制
度資金（農業近代化資金・総合農政
推進資金等）を利用した場合、金融
機関に対し金利分の補助を県と町
で1／2ずつ行うもの。

特になし

事業費 346,066 円

8 21

事務事業 000009 農業近代化資金等利子補給事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 農業経営者の育成 借り入れ件数(総数)

平成 29 8 21 29



24_農林業の振興

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間
目 3 2 1 人

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農政 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

農政
課長 田村　雅仁

課題なし  

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

青年新規就農者に対する給付金事
務。（国庫）

 

事業費 0 円

  

事務事業 000019 新規就農者確保事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 農業経営者の育成 給付金対象者数

目 3 1 1 体

平成 29 7 11  

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農政 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

農政
課長 田村　雅仁 採択優先順である国庫基金事業、

国庫補助事業との関係整理に実施
主体の経営状況精査や導入設備・
機械等の選定判断など、専門的な
知識と検討が必要。

 

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

認定農業者等の意欲ある担い手や
新規就農者の支援を行うための、
県単補助事業事務。

幾度もヒアリングを行い、県担当
者と調整・検討し経営状態の明
確化を図ると共に、将来的な収
益向上や6次産業化の取り組み
を実施主体へ指導した。

事業費 4,952,000 円

7 11

事務事業 000018 「はばたけ！ぐんまの担い手」支援事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 農業経営者の育成 補助対象経営体数

目 3 34 29 人

平成 29 8 3 30

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農政 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

農政
課長 田村　雅仁

課題なし  

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

経営所得安定対策制度を円滑に実
施するため、事業実施主体（地域農
業再生協議会）が行う推進活動及
び要件確認等に必要な経費に対し
て補助金を交付する。

 

事業費 1,404,897 円

  

事務事業 000017 地域農業再生協議会運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 農業経営者の育成

経営所得安定対策制度加
入者

目 3 9 8 回

平成 30 7 11  

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農政 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

農政
課長 田村　雅仁

課題なし  

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

役員会、総会、群馬県認定農業者
連絡協議会全体会議、利根沼田地
域認定農業者協議会代表者と県農
政部長等との意見交換会、群馬県
認定農業者連絡協議会　ぐんま゛い
きいきファーマー゜研修会、視察研
修会、

 

事業費 78,760 円

  

事務事業 000014 認定農業者支援事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 農業経営者の育成

会議研修会回数（会議+研
修）

平成 30 7 11  



24_農林業の振興

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間
目 3 2,454 2,351 人

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農政 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

農政
課長 田村　雅仁

農水省の補助事業であることが最
大の課題と考えている。国も、一定
の期間を経過した施設については、
利用計画の変更協議に柔軟な考え
方を示していると思われるため、関
係機関と協議を重ねていくことが重
要。

 

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

地域交流活動の拠点施設として平
成5年度にデイサービスセンターと
併設される形で整備されたもので、
現在は社会福祉協議会による施設
利用がなされている。

 

事業費 755,280 円

7 11

事務事業 000023 高齢者婦人センター管理運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 農業経営者の育成 利用者数

目 3 4,647 4,403 人

平成 29 8 9 30

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農政 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

農政
課長 田村　雅仁

吊り天井があるため、施設の改修
工事が必要。

社会資本整備交付金を申請し、
改修に向けて関係機関と調整す
る。

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

新治農村環境改善センターの維持
管理、及び施設利用申請書の受
理、使用許可書発行、使用料収納
等。

当初予算に事業費を計上した
が、予算化されなかった。

事業費 2,841,194 円

  

事務事業 000022 新治農村環境改善センター管理運営事業

① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 農業経営者の育成 利用者数

目 3 7,281 5,970 人

平成 30 7 11  

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農政 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

農政
課長 田村　雅仁

事業の継続実施  

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績指定管理制度の導入に伴う協定書

作成、協定締結、協定に基づく修繕
処理等の施設の維持管理

 

事業費 8,317,477 円

  

事務事業 000021 月夜野農村環境改善センター管理運営事業

① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 農業経営者の育成 利用者数

目 3 7,021 9,154 人

平成 30 7 11  

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農政 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

農政
課長 田村　雅仁 農林省所管の補助事業により開設

された施設のため、管理所管課が
農政課となっているが、類似した体
育施設及び観光施設との統合管理
の必要性と思われる。

 

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

水上地区の農業者等健康増進施設
（川上地区・通称、南部体育館）、農
林漁業者等健康増進施設（綱子地
区・通称、中部体育館）、農業者ト
レーニングセンター（藤原地区・通
称、北部体育館）、の施設維持管
理。

 

事業費 1,210,258 円

7 5

事務事業 000020 農業者等健康増進施設（体育館）管理運営事業

① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 農業経営者の育成 利用者数

平成 29 8 9 30



24_農林業の振興

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ 28 ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ 28 ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間
目 2 - 2 件

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 2

森林環境 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

エコパーク推進

課長 高田　悟
放射性物質の影響により、原木椎
茸を生産する生産者が減ったため、
原木共同購入の受益者要件を満た
せなくなってしまった

従来通りの業務を実施していく

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績特用林産物の生産振興のため、生

産施設および原木の購入について
補助する

特になし

事業費 2,016,000 円

7 6

事務事業 000028 特用林産物生産活力アップ事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 農業経営者の育成 補助事業件数

目 5 87 89 団体

平成 29   30

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農村整備 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 有 組織

農政
課長 田村　雅仁

課題なし  

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績町内の自治会や任意団体、公共機

関への花苗無償配布事業。それに
伴う、町内園芸農家の育成

 

事業費 3,949,840 円

  

事務事業 000026 ふるさと農村活性化対策事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 農業経営者の育成 希望団体数

目 4 0 1 回

平成 30 7 10  

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農政 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

農政
課長 田村　雅仁

課題なし  

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

H29廃止  

事業費 0 円

  

事務事業 000025 畜産共進会運営事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 農業経営者の育成 共進会開催回数

目 4 1 1 人

平成 30 7 11  

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農政 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

農政
課長 田村　雅仁

課題なし  

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績

法定伝染病の防疫対策業務を実施
している利根沼田地区家畜防疫推
進協議会に対し、町負担金の支払
い。

 

事業費 110,000 円

  

事務事業 000024 家畜防疫推進事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 農業経営者の育成 総会出席者数

平成 30 7 11  



24_農林業の振興

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間

年 月 日作成 (平成 年 月 日更新)

課

Ｇ

Ｈ ～ 年間
目 3 310 390 人

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農政 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

農政
課長 田村　雅仁

施設の老朽化による修繕の必要。  

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績ＪＡみなかみ支店統合により、２Ｆの

「多目的集施設」の管理が返還に
なったため、直接管理する。

 

事業費 10,483 円

7 11

事務事業 000030 多目的集会施設（旧ＪＡ水上支店）維持管理事業

① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 農業経営者の育成 利用者数

目 3 1 1 団体

平成 29 8 9 30

事業
期間

継続事業 会
計

1 款 6 項 1

農政 平成28年度 平成29年度 単位
根拠 無 組織

農政
課長 田村　雅仁

課題なし  

施
策
体
系

施策 24 農林業の振興
事業実績各養蚕製糸推進協議会が実施す

る、県産の繭・生糸の生産量確保
のための県単補助事業事務。

 

事業費 #N/A 円

  

事務事業 000029 蚕糸業継続支援事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 03 農業経営者の育成 補助金交付団体数

平成 30 7 11  


